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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 2020年
１月１日
至 2020年
６月30日

自 2021年
１月１日
至 2021年
６月30日

自 2022年
１月１日
至 2022年
６月30日

自 2020年
１月１日
至 2020年
12月31日

自 2021年
１月１日
至 2021年
12月31日

売上高 （千円） 156,487 172,148 212,739 345,775 392,968

経常利益又は経常損失（△） （千円） △66,427 △4,819 △1,652 △58,120 25,846

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）
（千円） △67,798 △6,231 △3,000 △60,839 23,088

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

発行済株式総数 （株） 3,463 3,463 3,463 3,463 3,463

純資産額 （千円） 1,567,258 1,567,986 1,594,305 1,574,217 1,597,306

総資産額 （千円） 1,784,353 1,785,152 1,800,873 1,804,065 1,825,316

１株当たり純資産額 （円） 452,572.42 452,782.74 460,382.72 454,582.13 461,249.24

１株当たり中間（当期）純利

益又は１株当たり中間（当

期）純損失（△）

（円） △19,578.09 △1,799.39 △866.52 △17,568.38 6,667.10

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 87.8 87.8 88.5 87.2 87.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △47,322 14,269 11,036 △6,683 63,901

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △2,613 △8,523 △4,817 △5,879 △14,675

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △6,782 △9,542 △15,469 △14,159 △14,757

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（千円） 403,578 429,778 458,792 433,574 468,043

従業員数
（人）

34 35 34 34 33

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔49〕 〔45〕 〔43〕 〔48〕 〔46〕

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は子会社等がないため、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計

期間及び連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．当社は関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

2022年６月30日現在
 

従業員数（人） 34〔43〕

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔　〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　 当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するため

 の客観的な指標等に重要な変更はありません。

　 また、新たに定めた経営方針・経営戦略等又は指標等はありません。

(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　 当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

　 また、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

 

２【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　　当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）

　の状況の概要は次のとおりであります。

 

　①経営成績の状況

　当中間会計期間において、我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が継続しておりますが、行動制限

の緩和により、緩やかに回復しております。ゴルフ業界においては、コロナ禍で、屋外スポーツとして接触がない

と評価され、練習場やセルフプレイのゴルフ場では、来場者は増えていますが、地域の社交場機能を担う当俱楽部

では、企業グループや地域団体のリスク管理意識が高く、コンペの開催やプレー後のレストラン利用については回

復途上にあり、来場者売上高に影響が出ています。お客様と従業員の健康と安全を守るために出来ることを最大限

に配慮して営業を継続しておりますが、業績への影響の規模を予測することは困難な状況であります。この問題が

収束した際に、業績回復に向けて最善を尽くすため、雇用の継続を最優先にしながら、可能な限りローコストで運

営できる体制づくりに努めてまいります。

　そのような中、当社におきましては、当中間会計期間の総来場者数は、前年同期比2,517名増の11,430名となり

ました。その内訳は、メンバー来場者数で前年同期比410名増の5,646名、ビジター来場者数で前年同期比2,107名

増の5,784名でした。

　この結果、売上高は、前年同期比40百万円増の212百万円となりました。売上原価並びに、販売費及び一般管理

費につきましては28百万円増の264百万円となり、営業損失は51百万円（前年同期は営業損失63百万円）となりま

した。

　また、営業外収益は、前年同期比8百万円減の50百万円となり、経常損失1百万円(前年同期は経常損失4百万

円)、税引前中間純損失1百万円(前年同期は税引前中間純損失4百万円)、中間純損失3百万円(前年同期は中間純損

失6百万円)となりました。

 

　　　②財政状態の状況

　　　　当中間会計期間末の資産合計は、前事業年度比24百万円減少し、1,800百万円となりました。

　　　　一方、負債合計は、前事業年度比21百万円減少し、206百万円となりました。

　　　　また、純資産合計は、前事業年度比3百万円減少し、1,594百万円となりました。

 

　③キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における、現金及び現金同等物は、前事業年度比9百万円減の458百万円となりました。当中間会

計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は、11百万円（前年同期比3百万円減）となりました。

　資金増加の主な要因は、減価償却費18百万円、賞与引当金10百万円などによるものであります。一方で、資金減

少の主な要因は、税引前中間純損失1百万円、法人税等の支払額2百万円などによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は、4百万円（前年同期比3百万円増）となりました。

　これは、有形固定資産の取得による支出によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の減少は、15百万円（前年同期比5百万円減）となりました。

　これは、長期未払金の返済による支出5百万円などによるものであります。
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　　　④生産、受注及び販売の実績

   a.生産実績

　当社は、ゴルフ場経営につき、該当事項はありません。

 

　　b.受注実績

　当社は、ゴルフ場経営につき、該当事項はありません。

 

　　c.販売実績

　当中間会計期間における販売実績は次の通りです。

区分

前中間会計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当中間会計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

人員
（人）

金額
（千円）

構成比率
（％）

人員
（人）

金額
（千円）

構成比率
（％）

１．プレー収入       

メンバーズフィ 5,236 16,228 9.4 5,646 17,502 8.2

ビジターズフィ 3,677 28,949 16.8 5,784 44,078 20.7

ラウンドフィ 8,913 48,236 28.0 11,430 60,318 28.4

競技参加料  2,003 1.2  2,028 1.0

計  95,417 55.4  123,928 58.3

       

２．食堂売店収入  23,787 13.8  32,447 15.3

       

３．会費収入 1,037 47,106 27.4 1,037 47,292 22.2

       

４．その他の収入       

施設利用フィ  2,647 1.5  3,410 1.6

その他  3,188 1.9  5,661 2.6

計  5,836 3.4  9,071 4.2

合計  172,148 100.0  212,739 100.0
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　　　　なお、文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

　　　①会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　　　　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

　②当中間会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　　　　a.経営成績について

　　当中間会計期間の経営成績は、来場者が11,430人と前年同期比2,517名（28.2％）増加したため、売上高は前

年同期比23.6％増加の212百万円となりました。

　　一方、売上原価、並びに販売費及び一般管理費につきましては、前年同期比12.1％増の264百万円となりまし

　た。

　　営業外収益につきましては、名義書換料関係収入等が前年同期比7百万円減少しました。

　　これらの結果、中間純損失は3百万円(前年同期は中間純損失6百万円)となりました。

 

　　　　b.財政状態について

　　　　 当中間会計期間末の資産合計は、前事業年度末比24百万円減少し、1,800百万円となりました。

　　　　　一方、負債合計は、前事業年度末比21百万円減少し、206百万円となりました。

　　　　　また、純資産合計は、前事業年度末比3百万円減少し、1,594百万円となりました。

 

　　c.キャッシュ・フローの状況について

　 当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末比9百万円減少し、458百万円となりまし

　　　　た。なお、キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況」の「３　経営者による財政状態、経営

　　　　成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（1）経営成績等の状況概要　③キャッシュ・フローの状況」に記

　　　　載のとおりです。

 

　　　　d.資本の財源及び資金の流動性について

　　　　　当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、短期運転資金

　　　　及び設備投資等の長期資金の調達につきましては、自己資本を基本としております。

 

　　e.今後の経営について

　　ゴルフ場業界は、2022年度も新型コロナウイルス感染症の収束が見通せず、エネルギー、食料品価格の上昇等

厳しい環境が続くと予想されますが、当社と致しましてはメンバーの活性化及びビジターの誘致に取り組み来場者

の増加を計り、更にハード面やソフト面の充実を継続し、より良いゴルフ環境作りに努めて参ります。又、今後と

も経費削減にも努め、効率経営を推し進めて、収益改善に引き続き取り組んで参ります。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,500

計 3,500

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年９月28日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 3,463 3,463 非上場・非登録

当社は単元株制度

を採用しておりま

せん。

計 3,463 3,463 － －

（注）　当社の発行する株式の譲渡については、取締役会の承認を要する旨を定款において定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年１月１日～

2022年６月30日
－ 3,463 － 30,000 － 376,733
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（５）【大株主の状況】

  2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本製鉄株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 60 1.73

龍田紡績株式会社 姫路市東延末２６４ 43 1.24

株式会社リョーサン 加古郡播磨町新島３ 34 0.98

グローリー株式会社 姫路市下手野１－３－１ 30 0.86

山陽特殊製鋼株式会社 姫路市飾磨区中島３００７ 20 0.57

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 20 0.57

津田物産株式会社 姫路市八代東光寺町３－３ 20 0.57

ツタヒデ工業株式会社 姫路市豊富町御蔭５００－２ 20 0.57

WDBホールディングス株式会社 姫路市豊沢町７９ 20 0.57

住友精化株式会社 大阪市中央区北浜４－５－３３ 17 0.49

計 － 284 8.20

 

EDINET提出書類

山陽開発株式会社(E04699)

半期報告書

10/31



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2022年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,463 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 3,463 － －

総株主の議決権 － 3,463 －

 

②【自己株式等】

2022年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2022年１月１日から2022年６月30日

まで）の中間財務諸表について、水都有限責任監査法人による中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当中間会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 468,043 458,792

営業未収入金 21,342 17,476

貯蔵品 8,554 8,028

その他 275 31

流動資産合計 498,215 484,329

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 235,508 228,836

構築物（純額） 147,123 142,805

コース勘定 433,589 433,589

土地 456,719 456,719

その他（純額） 31,400 32,659

有形固定資産合計 ※１ 1,304,341 ※１ 1,294,610

無形固定資産 8,899 8,609

投資その他の資産 ※２ 13,860 ※２ 13,324

固定資産合計 1,327,100 1,316,544

資産合計 1,825,316 1,800,873

負債の部   

流動負債   

買掛金 14,450 11,772

賞与引当金 3,300 13,894

その他 106,108 86,620

流動負債合計 123,858 112,286

固定負債   

長期未払金 14,410 13,465

会員預り金 54,100 43,700

退職給付引当金 35,641 37,115

固定負債合計 104,151 94,281

負債合計 228,010 206,568
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当中間会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,000 30,000

資本剰余金   

資本準備金 376,733 376,733

その他資本剰余金 1,306,403 1,306,403

資本剰余金合計 1,683,137 1,683,137

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △115,831 △118,831

利益剰余金合計 △115,831 △118,831

株主資本合計 1,597,306 1,594,305

純資産合計 1,597,306 1,594,305

負債純資産合計 1,825,316 1,800,873
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当中間会計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 172,148 212,739

売上原価 153,806 169,947

売上総利益 18,341 42,791

販売費及び一般管理費 82,244 94,597

営業損失（△） △63,903 △51,805

営業外収益 ※１ 59,084 ※１ 50,153

営業外費用 － －

経常損失（△） △4,819 △1,652

特別利益 - －

特別損失 ※２ 64 ※２ 1

税引前中間純損失（△） △4,884 △1,653

法人税、住民税及び事業税 1,347 1,347

中間純損失（△） △6,231 △3,000
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △138,919 △138,919 1,574,217 1,574,217

当中間期変動額         

中間純損失（△）     △6,231 △6,231 △6,231 △6,231

当中間期変動額合計 － － － － △6,231 △6,231 △6,231 △6,231

当中間期末残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △145,150 △145,150 1,567,986 1,567,986

 

当中間会計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △115,831 △115,831 1,597,306 1,597,306

当中間期変動額         

中間純損失（△）     △3,000 △3,000 △3,000 △3,000

当中間期変動額合計 － － － － △3,000 △3,000 △3,000 △3,000

当中間期末残高 30,000 376,733 1,306,403 1,683,137 △118,831 △118,831 1,594,305 1,594,305
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当中間会計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △4,884 △1,653

減価償却費 17,363 18,520

退職給付引当金の増減額（△は減少） 492 1,474

受取利息及び受取配当金 △1 △1

有形固定資産除却損 64 1

売上債権の増減額（△は増加） 6,240 4,304

貯蔵品の増減額（△は増加） △72 526

その他の資産の増減額（△は増加） △75 243

仕入債務の増減額（△は減少） 791 △2,677

その他の流動負債の増減額（△は減少） △15,520 △13,068

未払又は未収消費税等の増減額 2,553 △4,314

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,891 10,594

貸倒引当金の増減額（△は減少） 118 △219

小計 16,961 13,728

利息及び配当金の受取額 1 1

法人税等の支払額 △2,694 △2,694

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,269 11,036

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △8,523 △4,817

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,523 △4,817

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期未払金の返済による支出 △5,642 △5,069

会員預り金の返還による支出 △3,900 △10,400

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,542 △15,469

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,796 △9,250

現金及び現金同等物の期首残高 433,574 468,043

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 429,778 ※１ 458,792
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物・構築物 ３年～50年

機械及び装置・車両運搬具・工具、器具及び備品 ３年～17年

 

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

　　　　　(3) 長期前払費用

　　　　　　　定額法によっております。

　　　　　　　なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案して計上しております。

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。

 

　　　　４．収益及び費用の計上基準

　　　　 （1）プレー収入

　　　　　　　ゴルフ場の利用に関するサービスを提供しており、メンバーフィ、ビジターズフィ、ラウンドフィ等

　　　　　　については、顧客がコースでプレーした日で収益を認識しております。

　　　　 （2）食堂売店収入

　　　　　　　食堂収入は顧客へのサービス提供日（プレー日）、売店収入は物販販売日に収益を認識しております。

　　　　 （3）会費収入

　　　　　　　年会費については、対応する期間に渡り年度内で均等に収益を認識しております。

　　　　 （4）名義書換料、入会登録料

　　　　　　　会員資格の提供を行っており、名義書換及び会員資格が承認された時点で収益を認識しております。

 

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなります。

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

 

 

（会計方針の変更）

　　　　　（収益認識に関する会計基準等の適用）
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　　　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」とい

　　　　　う。）等を当中間会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

　　　　　当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、

　　　　　当該会計方針の変更による影響はありません。

　　　　　　また、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関

　　　　　係」注記については記載しておりません。

 

　　　　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　　　　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」とい

　　　　　う。）等を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

　　　　　（企業会計基準第10号　2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

　　　　　定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、中間財務諸表に与える影響は

　　　　　ありません。

　　　　　　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行

　　　　　うことといたしました。ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

　　　　　内閣府令」（令和2年3月6日内閣府令第9号）附則第3条第2項により、経過的な取扱いに従って、当該注記の

　　　　　うち前事業年度に係るものについては記載しておりません。

 

 

 

EDINET提出書類

山陽開発株式会社(E04699)

半期報告書

19/31



（追加情報）

　　　　　　　（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　　　　　　　前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定

　　　　　　　について、重要な変更はありません。
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（中間貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している減価償却累計額の額

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当中間会計期間
（2022年６月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 1,935,233千円 1,952,909千円

 

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当中間会計期間
（2022年６月30日）

投資その他の資産 585千円 366千円

 

（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当中間会計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

名義書換料 28,500千円 25,000千円

入会登録料 23,863千円 19,500千円

 

※２　特別損失の主要項目は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当中間会計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

固定資産除却損 64千円 1千円

 

３　減価償却実施額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当中間会計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

有形固定資産 16,757千円 17,913千円

無形固定資産 290千円 290千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 3,463 － － 3,463

 

当中間会計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 3,463 － － 3,463

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間会計期間

（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当中間会計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

現金及び預金 429,778千円 458,792千円

現金及び現金同等物 429,778千円 458,792千円
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参

照）。

 

前事業年度（2021年12月31日）                                                 　（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 468,043 468,043 －

(2）営業未収入金 21,342 21,342 －

(3）買掛金 (14,450) (14,450) －

(4）長期未払金（未払金を含

む）
(23,880) (23,853) (26)

　負債で計上されているものについて、（　）で示しております。

 

当中間会計期間（2022年６月30日）                                               （単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 458,792 458,792 －

(2）営業未収入金 17,476 17,476 －

(3）買掛金 (11,772) (11,772) －

(4）長期未払金（未払金を含

む）
(22,513) (22,489) (24)

　負債で計上されているものについて、（　）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

         (1）現金及び預金、(2）営業未収入金、(3）買掛金

             これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価額によってお

             ります。

         (4）長期未払金（未払金を含む）

　　　　　　　時価については、元利金の合計額を、新規に同様の割賦取引を行った場合に想定される利率で割り引い

             た現在価値により算定しております。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
前事業年度

（2021年12月31日）

当中間会計期間

（2022年６月30日）

会員預り金 54,100 43,700

 会員預り金は、預託金方式会員からの預託金であり、償還時期を見積もることができず、時価を把握する

 ことが極めて困難と認められることから、金融商品の時価等に関する事項には含めておりません。

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　金融商品を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

　　おります。

　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

　　　　　　　　　　　算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

　　　　　　　　　　　係るインプットを用いて算定した時価

　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

　　するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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　（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品

　　　　当中間会計期間（2022年6月30日）

 

　　　　　該当事項はありません。

 

　（２）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　　　　当中間会計期間（2022年6月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期未払金（未払金を含む） － 22,489 － 22,489

負債計 － 22,489 － 22,489

 

　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　　　　長期未払金（未払金を含む）

　　　　　　　　元利金の合計額を、新規に同様の割賦取引を行った場合に想定される利率を基に、割引現在価値により

　　　　　　　算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

 

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

山陽開発株式会社(E04699)

半期報告書

24/31



（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当期中間会計期間（自2022年1月１日　至2022年6月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

プレー収入 123,928

食堂売店収入 32,447

会費収入 47,292

その他の営業収益 9,071

顧客との契約から生じる収益 212,739

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 212,739

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　　「（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会計期間末に

おいて存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

 

（1）契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 当中間会計期間

契約負債（期首残高） 54,045

契約負債（期末残高） 50,305

 

（2）残存履行義務に配分した取引価格

　　　　当初に予想される契約期間が１年以内の契約であるため、記載しておりません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ゴルフ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前中間会計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 プレー収入 食堂売店収入 年会費収入 その他収入 合計

外部顧客への売上高 95,417 23,787 47,106 5,836 172,148

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

　　　　　　３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。
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当中間会計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 プレー収入 食堂売店収入 年会費収入 その他収入 合計

外部顧客への売上高 123,928 32,447 47,292 9,071 212,739

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

　　　　　　３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当中間会計期間
（2022年６月30日）

１株当たり純資産額 461,249.24円 460,382.72円

 

　１株当たり中間純利益金額(中間純損失金額)及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当中間会計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

1株当たり中間純損失（△） △1,799.39円 △866.52円

（算定上の基礎）   

中間純損失(△)(千円) △6,231 △3,000

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純損失(△)（千円） △6,231 △3,000

普通株式の期中平均株式数（株） 3,463 3,463

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第65期）（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

2022年３月23日　近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

2022年９月28日
 

山陽開発株式会社

 

 取締役会　御中  

 

 水都有限責任監査法人  

 大阪府大阪市  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　塚　隆　史

 

中間監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる山陽開発株式会社の2022年1月1日から2022年12月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（2022年1月1日から2022

年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間

キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、山陽開発株式会社の2022年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（2022年1月1日から

2022年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省

略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連

する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎

となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

 

以　　上

（※）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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